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 事業所の数（A) 勤務者数（B：千人） 平均値（B/A：人）
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シー社（James Joicey and Co.）（11），ボウイス・アンド・パートナーズ（Bowes and Partners）（14），
南ダラムのピーズ・アンド・パートナーズ（Pease and Partners）（14），マンチェスターのアンドルー・
























 1853年 1864年 1886年
　　醸造業者数（人） 2,470 2,295 2,242
　　　そのモルト使用量（100万ブッシェル） 21  28 39
　　軍への食糧供給業者・ビール販売業者数（人） 31,000 34,000 12,000















































































































































ジョン・ブラウン社（John Brown and Co.） やカメル社（Cammel and Co.），スタッフォードシャー車
輪・車軸会社（the Staffordshire Wheel and Axel Co.） あるいはリーズのステイヴリー石炭・鉄会社（the 
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鉄産業協会（British Iron Trade Association），80年代の大ブリテン石炭鉱業協会（the Mining Association 
of Great Britain：６つないし８つの地方協会も擁していた。なお，英名では coal をうたっていないが，内実
は「石炭」鉱業）がある。ただし，これらも実際の指示権限は持っていなかった。冶金業関連では錫板
製造業者協会（the Association of Tinplate Manufacturers：ATM）やワイアー産業協会（the Wire Trade 
Association）などがあった。重工業以外では，紙，砂糖，アルカリ，革，それに強力な綿業の「オル
ダム綿紡績業主協会」（Master Cotton Spinners’ Association of Oldham：MCSAO）などがあり，MCSAO
は全ブリテン綿紡錘の４分の１以上の所有者を代弁していた。MCSAOなどの団体は十分に活動的で，

























雇用主・労働者法（the Employers and Workmen Act）が，ついで1876年には労働組合法修正法（Trade 


































































































































































































シェフィールド連合労働組合（the Association of Organised Trades of Shefﬁeld ）が立ち上げられ，２年
後にはシェフィールド地域の55以上に上る組合のうち，22組合が連合した。また，1859⊖60年の建設



















別の流れのものもあった。1867年の通称「セント・レオナルド卿法」（Lord St Leonald’s Act）と1872



































すなわち，北イングランド鉄・鋼評議会（the Board of Arbitration of the North of England Iron and Steel）
である。議長はD.デイル（David Dale）だった。その創設は偉業と言ってよい。この産業は若く，伝
統もなければ堅固な労働組合主義もなかった。労働者はあらゆるところからやってきていた。彼らは
頑健で無学だったが，賃金は良かった。彼らは書物の知識こそなかったが，景気波動の波が非常に激
しい生産財産業なので，激しい闘争を行わぬようにという助言を十分に吸収していたようだ。また，
この年を含め，続く４年間，賃金が顕著に上がる好況期であったことも評議会の順調な発足・発展に
幸いした。その後，不況に突入して例えば撹錬工の賃金は1873年のトン当たり13s.3d.から，後の暗い
時期には6s.3d.へと大いに下落するが，それでも1891年に労使双方の代表が，紛争による長期の操業
停止はほんの少ししか起こらなかったと報告し得たほど，評議会の機能は良好だった。小規模な，あ
るいは地方的な紛争は全て合同の常置委員会による和解で処理され，重大な賃金決定は仲裁手続きに
かけられた。仲裁の背後には，ケットルのような審判員がいた。
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　石炭産業については，H.クロンプトン（Henry Crompton）が1876年に「仲裁手続きはイングランド
とウェールズに関しては，確立されている。もっとも，まだ恒久的な評議会は出来ていない」と書い
ている。ダラムとノーサンバーランドでは1872⊖73年に，外部からの議長を戴く労使双方の合同委員
会が設立された。すぐに，これらの諸委員会は１年に数百件もの，特殊で地方的な紛争を処理するよ
うになった。初めのうち，彼らの仲裁への異議申し立ては殆どなかった。一般的な賃金問題の裁定には，
折々，特別の仲裁評定所が設けられた。しかし，この方式の含む危機はすでに1876年には明らかになっ
ていた。第一には双方とも手の込んだ自陣擁護論を展開したので，それが双方に心理的な悪影響を及
ぼした。第二には正式の仲裁がしばしば繰り返されたので，産業内に落ち着きのない空気を醸し出し
た。70年代の激しい価格騰落環境においては，永続性のある合意は殆ど期待できなかった。1882年以
降，ダラムでは一般的仲裁は全く行われなかった。
　1870年代後期になると次第に，ダラム，ノッティンガムおよびイングランドとウェールズの他の多
くの炭鉱で，仲裁手続きのある場合であれ，ない場合であれ，スライド賃金方式が採用されるように
なった。賃金を物価に連動させる方式である。しかし，単なる賃金スライド諸委員会（例えば南ウェー
ルズやモンマスにおける）は，ダラムやノーサンバーランドにおける合同委員会のような，一般目的
に即した組織的性格を備えていなかった。賃金スライド方式の原理は，それ自体，団結精神にそぐわ
なかった。したがって，ヨークシャーやランカシャーの鉱夫指導者達は，小さな例外を除けば，これ
を受け入れたことはなかった。1885年から86年にかけて，他のいくつかのスライド合意も停止された。
続く２，３年の時期には「何らかの生活可能最低限賃金を目指すことが産業の責務である」という鉱
夫連盟（the Miners’ Federation）の見解に基づいて，スライド賃金に反対するキャンペーンが繰り広げ
られた。
　南スタッフォードシャーの鉄産業では，1872年に和解評議会が，J.チェンバレンを議長として発足
したが，労働側の代表が労組員だけで，かつ労組が弱体だったために失敗した。1876年に評議会は再
発足したが，このたびは北イングランドの例を目指して運営され，ややうまく機能した。しかし，80
年代に入っても双方の満足には遠い状態だった。常置委員会は数百の紛争を調停したが，今や不満は
労働者側から出されていた。不満の内容は評議会に参加していない外部業者による合意決定への違反
であった。1886年には評議会名称が南「スタッフォードシャー」から「ミッドランド」鉄・鋼評議会
へと変更された。事実上，評議会は鋼産業には殆ど関係していなかったし，撹錬鉄さえをも十分には
統御していなかった。
　北イングランド評議会の成功（すぐ上で行き詰まりが述べられているのは石炭産業であって，ここでの「成功」
は前述の北イングランド鉄・鋼評議会〔1869年発足〕のそれだろう）が，クリーヴランドの鉄鉱石鉱夫達やク
リーヴランドおよびカンバーランドの高炉労働者達など，小規模な関連諸職業で模倣された（前者で
は1873年，後者では1879⊖80年に設立）のは自然なことである。これらのうちでは，鉄鉱石鉱夫の評
議会がもっとも良好に機能した。鉄鉱業では炭鉱業ほどの千差万別性がなく，問題が比較的シンプル
だったためである。
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（産業自由の政策）
　19世紀第３四半期の標準的な経済思想の背後には，産業世界に関する機械的な概念が横たわってい
た。その観念の内容は，競争し，ぶつかり合う原子の合流と言うべきものであった。法は諸原子のた
めに機会を均等にするべし：すべての資本原子は有限責任への平等なアクセスを保証さるべし：企業
という，より複雑で重い原子は彼らに開かれた全ての市場を持つべきであり，かつまたあらゆる方面
から生じる衝突にさらされるべし：労働原子は妨げられることなく自由に参集し得るべし，等々。こ
のように全てが自由にされたら，相互の共存は不都合になるだろうとは予測されていなかった。標準
的思想の持ち主達のうち最良の人々は，諸種の原子相互間に生じる摩擦を減らすことを考えていた。
ここから仲裁手続きや和解手続きが出てきたのだ。
　「団結」という言葉が，最初に半ば神聖な意味を獲得したのは，労働原子の間においてであった。
きわめて徐々にではあるが，実業家達の団結も便利なものと見られ始めた。1891年には王立委員会に
おける質疑で，或る労組指導者も実業家団体の必要性を認めている。要するに，諸原子は自らをグルー
プ化し始めた。小さいが新しい何かが，さしあたりカタストローフもなく，登場しつつあった。
　資本が，責任を有限化しつつ，完全に自由に流れたり結合したりする結果，産業組織がどのような
影響を受けるのかについては，1880年代には誰も全く不完全にしか思い描くことがなかった。1870年
代，1880年代を通じて，合本方式の弱点が論じられることはあっても，その将来が議論されることは
少なかった。その間に，すなわち単純なパートナーシップが主流の時代に，事業は拡大し，互いに吸
収し合い，並走していた。カール・マルクスは，事業の不可避的な拡大を材料として歴史的な教条と
予報を呈示していた。しかし，ブリテンで拡大・吸収への一般的な並走が有限責任法の下で始まった
時，それは標準的なブリテンの意見が予期しないものとなった。
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